
 作成 
税理士法人タクトコンサルティング
株式会社タクトコンサルティング

TEL 03－5208－5400
URL  http://www.tactnet.com

（※）本ニュース内容についてのお問い合わせ先
 税 理 士  森 繁 之 助

 

平成２５年１０月７日 №１０６

かつて居住した家屋を居住しなくなった後に相続で取得し、譲渡した場合の 3,000 万円控除 

１．居住用家屋を譲渡した場合の 3,000 万円控除 

  個人が自己の居住用家屋を譲渡した場合、譲渡所
得の金額の計算上、最高 3,000万円が控除できます。
これが「居住用財産の譲渡に係る 3,000万円特別控除
（以下『3,000万円控除』といいます。）」です。3,000
万円控除の対象となる家屋の譲渡に、①譲渡時点で現

に自己が居住している家屋を譲渡した場合②かつて居

住した家屋を、居住しなくなった日から同日以後 3年
を経過する日の属する年の 12月 31日までの間に譲渡
した場合があります（措法 35①・本誌№507参照）。 
 
２．かつて居住した家屋を居住しなくなった後に相続

で取得し、譲渡した場合の 3,000万円控除の適用 
 前述１②の家屋の譲渡について、その譲渡する個人

が、かつて所有者として
．．．．．．

その家屋に居住していたこと
が要件とされるかは、法令・通達において明確ではあ

りません。このため、個人がかつて居住していた家屋

を居住しなくなってから相続により取得し、その後に

譲渡したような場合は、前述１②の家屋の譲渡に該当

するものとして 3,000万円控除の適用を受けられるの
かという疑問が生じます。以下、この点について争わ

れた裁判の平成元年 3月 28日最高裁判決（上告棄却
により納税者敗訴）の概要を紹介し、所有者として譲

渡家屋に居住したことが 3,000万円控除の適用要件と
されるか否かについて考えてみます。 
（１）裁判の概要 
 個人甲は、夫所有の家屋に夫婦で居住していました

が、昭和 53年 4月頃にその家屋から夫と共に転居し、
居住しなくなりました（その家屋は同族会社に賃貸）。

その後、昭和 54年 5月に夫が死亡したことから、甲
は相続によりその家屋の所有権を取得し、昭和 55年
12月にその家屋を他に譲渡しました。裁判では、その
家屋の譲渡が前述１②の家屋の譲渡に該当し、3,000
万円控除の適用を受けられるか否かが争点となりまし

た。 

（２）最高裁判決の要旨 
 判決では、3,000万円控除を、個人が自ら居住の用
に供している家屋及びその敷地等を譲渡するような場

合は、通常これに代わる居住用財産を取得するなど、

一般の資産の譲渡に比して特殊な事情があり、担税力

も高くない例が多いこと等を考慮して設けられた特例

であるとし、この趣旨は現に居住の用に供している家

屋の譲渡（前述１①）と、居住の用に供されなくなっ

た家屋の譲渡（前述１②）とで、何ら変わるものでは

ないと判断しています。そして１②の規定は、居住用

財産を処分しようとする場合、譲渡時まで引き続いて

当該家屋に居住することが困難な場合が少なくないこ

とから、その家屋を居住の用に供しなくなった後の一

定期間内の譲渡についても、依然、社会通念上は１①

と同じ“居住用財産の譲渡”と言い得るとみて、3,000
万円控除を認めているのだと解釈しています。 
上記の解釈を踏まえ判決では、１②の居住の用に供

されなくなった家屋の譲渡については、１①の現に居

住の用に供している家屋の譲渡と統一的に理解すべき

であり、その個人がその家屋を譲渡所得の帰属者、す

なわち所有者として居住の用に供していたことが特別

控除を認めるための要件とみるべきと判断。かつてそ

の家屋を居住の用に供していた個人が、それを居住の

用に供しなくなった後にその所有権を取得した場合は、

たとえその家屋の所有権の取得原因が相続で、居住し

なくなった日から同日以後 3年を経過する日の属する
年の 12月 31日までの間にその家屋を譲渡した場合で
あっても、その個人自身が所有者としてその家屋を居

住の用に供していたことがない以上、3,000万円控除
の適用は認められないと結論づけています。       

（３）結論 
前述（２）の判決を踏まえて、個人がかつて居住した

家屋を居住しなくなった後に相続で取得し、その後に

譲渡した場合は、3,000万円控除は不適用とするのが
実務の取扱いとなっています。 


